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１ 事業の概要 

１．１ 背景と目的 

ASIAGAP は GFSI 承認を 2018 年に取得し、国際規格として認知をされた一方で、農業現場におけ

る認証取得は日本国内に偏っており、またバイヤーサイドの ASIAGAP 認知度は海外ではまだ低い状

況である。 

そのため、まだ輸出促進につながっておらず、輸出を目指す国内農家の利用拡大が進んでいない。

日本産農産物の主要な輸出先である東アジア・東南アジア地域におけるASIAGAPの認知度向上が必

要であり、同地域のバイヤーを日本に招聘し ASIAGAP 認証農場の視察や研修を通じて理解を深め、

また商談会の開催により具体的な輸出促進につなげることを目指す。 

 

１．２ 事業内容 

本事業においては、以下の（１）から（３）に掲げる内容を実施した。 

 

（１）検討会の開催 

学識経験者、輸出専門家、東南アジア専門家、輸出業者等の構成員からなる検討会を設け、

ASIAGAP のアジアにおける利用拡大に向けた推進方策等につき調査・検討を 2 回開催。 

 

（２）海外実需専門家の招聘 

タイ及びシンガポールから、輸入業者やバイヤー等の海外実需専門家を日本に招聘するとともに、

ASIAGAP への理解を深めるため、海外実需専門家に対して ASIAGAP 認証制度等の研修や

ASIAGAP 認証取得農場の現地視察等を行う。 

 

（３）ASIAGAP 認証取得農産物に関する商談会等の開催 

 ASIAGAP 専門家や ASIAGAP 認証取得農業者を日本からタイとシンガポールに派遣し、タイとシンガ

ポールの主要な流通企業バイヤーに対して、ASIAGAP に関する普及活動の実施、及び ASIAGAP 認

証取得農産物の輸出のための商談会等を開催。 
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２ 事業実績の報告 

２．１ 検討会の開催 

＜非公表＞ 

 

２．２ 海外実需専門家招聘 

タイ及びシンガポールから、2 か国より海外実需専門家 4 名を招聘。下記、2 泊 3 日スケジュールに

て、ＡＳＩＡＧＡＰに関する研修を開催するとともに、成田空港より至近で交通の便の良いＡＳＩＡＧＡＰ認

証生産者を中心に訪問。対象となる生産者については第 1 回目の検討会内容を基に、海外実需専門

家に対してヒアリングを行い、要望の高かった品目を中心に選定。 

また海外実需専門家招聘前に、流通向けの ASIAGAP 説明用ブローシャ―及び、研修資料を日・

英・泰・中（簡体字）4 か国語版にて作成した。 

 

図表・ ３ 海外実需専門家参加者 

所属団体名 所在国 氏名 役職 

RE&S Holdings Limited （※1） 
 

Singapore 非公表 Chief Operating Officer 

Executive Director 

非公表 Senior Manager, Special Projects 

非公表 Personal Assistant to President 

OTENTO (THAILAND) CO., LTD.（※2） Thailand 非公表 Executive Vice President 

（※1）1988 年に大阪出身の多田羅氏によって設立されたシンガポール現地法人。日本食を中心に日本のライフスタイルの提案をする 70 店

舗以上の外食業態や小売り業態を展開。 

（※2）タイ国内 2 大小売業グループである CENTRAL FOOD RETAIL （TOPS、Family Mart 等を展開）、及び BIG-C SUPERCENTER 

PUBLICに納品している青果物輸入業者。タイ国内におけるモダン・トレード（スーパーマーケットなどの近代的小売業）におけるバナナ

取り扱いシェア 1 位。 

 

（１）ASIAGAP 研修及び意見交換 

 来日初日 17 日に、招聘した海外実需専門家 4 名に対して、ASIAGAP について理解を促すため、研

修を実施（研修講師：NPO 法人 GAP 総合研究所、武田泰明）。下記内容についてプレゼンテーション

を実施後、意見交換。 

 

①研修内容 

１）GAP の基礎と、その必要性 バイヤーの視点から 

２）GAP 認証とは 

３）ASIAGAP の特徴と利点 

４）GAP バイヤー企業の採用状況と、消費者向け普及の現状 
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②意見交換 

・日本での GAP（特に ASIAGAP）普及状況 

・日本の食品メーカー・小売業における青果物調達コード 

・ASEAN 地域での GAP 普及状況と ASEAN 各国の認証制度 

・各社の青果物調達コード 

・水産物認証制度 

・ASIAGAP 認証農産物のニーズ 

 

図表・ ５ ASIAGAP 研修風景 
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図表・ ６ ASIAGAP 流通バイヤー向けブローシャ― 
［日本語版］ 

 

 

［英語版］             ［タイ語版］            ［中国語（簡体字）版］ 

     

 

（２）生産者訪問 

 18 日、19 日に ASIAGAP 認証農場 4 軒および貯蔵・出荷施設等の訪問・見学を行った。前日に実施

した ASIAGAP に関する研修を受けて、実際に生産現場、出荷調整、貯蔵施設などでの安全・衛生管

理状況を視察。訪問先各生産者より ASIAGAP に対する具体的な取り組みの説明を受け、現場にて品

質管理方法やリスク対策などについて相互に意見交換しながら確認。 

両社バイヤーからは、品質保持への取り組みについての質問などが飛び、実際に商品の取り扱いを

想定したリードタイムなど物流も含めたオペレーションの確認も行われた。 
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図表・ ７ 農場視察風景 

［さつまいも貯蔵施設］ 

［AGAP 認証農場 石橋農園（葉ねぎ）］ 

 

［AGAP 認証農場 斎藤農場（小松菜）］ 

  
［AGAP 認証農場 ローソンファーム千葉（大根・人参・さつまいも）］   
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［AGAP 認証農場 JAL アグリポート］ 

 

［GAP 認証食材を使ったレストラン グランイート銀座］ 
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２．３ ASIAGAP 認証取得農産物に関する商談会等の開催 

ASEAN 地域の中でも、日本産農産物輸出において市場性が高いタイ及びシンガポールに 2 か国に 

ASIAGAP 専門家や ASIAGAP 認証取得農業者を日本からタイとシンガポールに派遣。タイとシンガポ

ール両国の主要な流通企業バイヤーに対して、ASIAGAP に関する普及活動の実施、及び ASIAGAP

認証取得農産物の輸出のための商談会等を開催した。 

 

（１）タイ 
①商談概況 

2020 年 2 月 4 日～6 日に、GAP 総合研究所及び ASIAGAP 認証生産者 2 軒とともにタイ（バンコク）

へ渡航。現地大手量販店グループ Tops、BIG-C、および農産物卸売販売を手掛ける OTENTO 

THAILAND の 3 社の青果物バイヤー（責任者）と商談の機会を持つことができた。アジア全域で新型コ

ロナウイルスが猛威を振るう中であり、商談相手となった流通側において外部、特に海外渡航者との面

談をなるべく避けるような状況下であったため、限られた時間・機会での商談となった。 

 

ASIAGAP 認証については、タイ国内で普及が進んでいる GLOBALG.A.P.と同様に GFSI の国際規

格であるということで、厳密な管理がされている農産物という理解が得られ、概ね好感触。 

 

また食品安全の観点から 2017 年にタイ国保健省からの告示「特定生鮮野菜又は果物の製造方法、

製造及び保管における設備及び用具、並びに表示の規程」により、Modern Trade（スーパーマーケット

などの近代的小売業）で販売する青果物取引に関し、タイ国内で定められた基準と同等以上の企画に

基づくことを証明することが求めれることとなった。これを受けて、タイ国内生産に関しては Thai GAP も

しくは QGAP 認証が最低限必要となり、輸入農産物に関しても規格基準を満たした GAP 認証が求めら

れることとなった（輸入加工品は GMP/HCCP 等が求められる）。これに伴い、GFSI 承認の国際規格で

ある ASIAGAP 認証についても積極的な態度が示されたものと考えられる。 

 

ただし、現状では Thai GAP と QGAP の違いについても求められるわけではなく、告示をクリアするた

めに何らかの GAP 認証を取得した農産物であることが必要十分条件となっている。そのため、商談時

においてもまずは GAP の提示が強く求められた。 

政治的な背景もあり、Modern Trade での商談において半ば強制力を持って GAP 認証が強く意識・

浸透してきており、タイ国内青果物流通において ASIAGAP のプライオリティを高めていくためには時期

的には非常によい機会であると考えられる。 

また日本産農産物そのものへの取り扱い意欲は概して高いものの、品目によっては韓国産、中国産

との価格差も大きく、消費動向も掴みにくいため販売リスクは負いたくないという意向が強い。そのため

今回商談した商品の取扱いに際しては、商品の買い取りではなく、棚貸しによる委託販売形態が基本

という提示を受けた。 

 

②個別商談状況 

１）CENTRAL FOOD RETAIL COMPANY LTD 

Tops market、CENTRAL FOOD HALL、などタイ国内で約 120店舗を展開する最大のスーパーマー

ケットチェーン。Tops ブランドチェーン全体を統括する青果物バイヤー責任者との ASIAGAP について

説明する商談機会を持つことができた。 
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ASIAGAPの概要については分かったが、詳細について知りたいので、基準書の現地語であるタイ語

版を要求された。タイ語版が発行され次第、送付してほしいとの要望を受けた。 

 

図表・ １０ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 CENTRAL FOOD RETAIL COMPANY LTD Category Manager 

非公表 CENTRAL FOOD RETAIL COMPANY LTD Category Manager- Local Fruit 

 

 

２）BIG-C SUPERCENTER PUBLIC 

総合スーパー「ハイパーマーケット」約 130 店、食品スーパー「ビッグＣマーケット」約 60 店、コンビニ

エンスストア「ミニビッグＣ」約 500 店、ドラッグストア約 140 店を展開するスーパーマーケットチェーン大

手 BIG-C SUPERCENTER PUBLIC の青果物バイヤー責任者との ASIAGAP を紹介する商談。 

タイ政府保健省による Modern Trade における GAP 認証品取扱い告示の影響により、ASIAGAP 認

証については非常に好意的な反応。GLOBALG.A.P.と同等の国際規格であるということについても一

定評価。また顧客の日本産への反応もよいことから、すぐにでも取扱いたいとの意向が示された。青果

物原体そのままでの販売よりも、今回サンプルで持ちこんだ日本産農産物であることが明示的なパッケ

ージングを要望。 

 

図表・ １１ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 BIG-C SUPERCENTER PUBLIC CO., LTD R&D Specialist , Fresh Food Produce 

非公表 BIG-C SUPERCENTER PUBLIC CO., LTD Buyer , Fresh Food Produce 

 

３）OTENTO (THAILAND) CO., LTD. 

タイ国内 2 大小売業グループである CENTRAL FOOD RETAIL グループ、及び BIG-C グループに

納品している青果物卸売業者。タイ国内における Modern Trade（スーパーマーケットなどの近代的小
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売業）におけるバナナ取り扱いシェア 1 位。OTENTO THAILAND 青果物バイヤー責任者との

ASIAGAP を紹介する商談。 

 

OTENTO THAILAND ではこれまで日本産輸入農産物を多く扱ってきているが、日本国内流通用と

輸出では求められる要件（貯蔵期間、温度帯管理、パッケージ、販売形態等）が異なるため、輸出用の

仕様が必要。特に歩留まりの点からロス率を考慮した商品規格が重要である。 

タイ国内の GAP 普及は Thai GAP、QGAP ともに政府主導で普及に力を入れてきた経緯もあり、さら

に 2017 年のタイ国産品に引き続き、2019 年より輸入品においても Modern Trade での取引上 GAP が

求められるようになったこともあり、かなり普及が進んでいる。特に農産物輸出先進国であるため、残留

農薬基準違反を起こさせないなど、国家貿易戦略上、 GAP の普及には積極的に取り組んでいる状

況。 

GLOBALG.A.P.はタイ国内ローカルで指導から審査まで運用が完結しており、輸出に意欲的な生産

者では認証取得が進んでいる。一方、ASIAGAP は現地語で指導ができないこと、現地に審査の仕組

みが存在しないことなどがネックになってくるのではないか。 

 

図表・ １２ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 OTENTO (THAILAND) CO., LTD. President 

非公表 OTENTO (THAILAND) CO., LTD. Executive Vice President 

  

③市場調査 

商品に添付された QR コードより GAP 認証情報にアクセス可能であることを告知する POP が設置 

（@Big C Super Center） 
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オーストラリアオーガニック商品を扱う N&P Global Co., Ltd.の陳列棚。棚貸しによる委託販売形態。 

（@Big C Super Center） 

 

都市部ではサラダバーやミールキットなど、プレ調理品も展開 

（@Big C Super Center） 

 

東南アジア地域で人気上昇中の焼き芋（さつまいも）。日本産だけでなく、ベトナム産なども展開中。日

本産 399 バーツ/kg に対して、ベトナム産 159 バーツ/kg と 2.5 倍以上の価格差。 

（@Isetan Bangkok）                                         （@Emporium） 

 

商品パッケージに GAP 認証マークや QR コードが印刷されており、認証品であることをアピール 
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（@Emporium）                                             （@Tops Market）      

 

自社取扱い商品が GAP 認証品であることを表現する POP や、GAP 認証について説明する POP を売

場に設置し、購買者に対してアピール。 

 （@Tops Market）                                  (@DONKI Mall Thonglor) 

 

オーガニックや GMP、HACCP などその他各種認証も売場で数多く展開されている。 

（@Big C Super Center）                （@The EmQuartier）   
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（２）シンガポール 
 

①商談概況 

2020 年 2 月 24 日～25 日に、GAP 総合研究所が ASIAGAP 認証生産者 2 軒とともにシンガポール

へ渡航。 

現地大手流通小売 FairPrice を展開する NTUC 社、主に外食日本食レストランチェーンを展開する

RE&S 社、青果物市場仲卸、日系量販店等の主要な青果物流通業の経営者やバイヤーと商談の機会

を持つことができた。 

また日本企業の輸出促進を図る JETRO、CLAIR との意見交換を通じ、現地状況の情報取得及び

ASIAGAP について情報提供することができた。 

アジア全域で新型コロナウイルスが猛威を振るう中であり、対面での面談が制限（ビデオ会議で実施）

されるなど限られた時間・機会での商談となった。 

 

ASIAGAP に関してプレゼンテーションを行った結果、ASIAGAP 認証については、概ね好意的な印

象を持たれたが、現状、シンガポールを含む東南アジア域内で認知、及び普及状況が進んでいないこ

ともあり、流通経路、消費者含めてどのように認知させていくかが要求される課題のひとつとして挙げら

れた。 

 

食料自給率の低いシンガポールでは、食料安全保障の観点から国策として食料自給率を 30%まで

引き上げることが目標となっているとのことであったが、現状、鶏卵などは一部の品目を除いて国内生

産はまだまだ低い。アルコール類以外には基本的には関税がかからないこともあり、隣国マレーシアを

はじめ、タイ、ベトナム、中国、オーストラリア等周辺各国から多くの農産物を輸入に頼っている現状か

ら、物流費が大きく農産品価格に圧し掛かってきている。そのため、概して農産物価格が高くなる傾向

があるものの中でも日本産農産物は価格競争力が低く、ASIAGAP 認証品として価格に見合った価値

が消費者を含む各ステークホルダーに伝わるかどうかがカギとなる。 

 

現時点では調達に GAP を要求する流通は一部に限られているものの、大手量販店グループ NTUC

社や PPIH 社（Dondondonki）では輸入農産物の調達基準として、GAP を要求しているようであり、調達

に国際的な広がりを見せるシンガポール流通では GAP に対する要求が今後さらに高まっていくものと

考えられる。またシンガポールは ASEAN 地域のフラッグシップ的な役割を考慮すると、シンガポールで

の調達における GAP 認証の拡がりが大きな影響を持つ可能性があり得る。 
 

②個別商談状況 

１）RE&S Enterprises Pte Ltd. 

「高級和食ダイニング」から「ファミリースタイル」の日本食レストランや「蕎麦の専門店」

といった 20を超える業態の日本食レストランを約 80店舗展開する RE&S社の調達責任者に対し

て、ASIAGAP概要プレゼンテーション及び、同行した ASIAGAP認証農場が ASIAGAP認証農産物（大

根、ニンジン、サツマイモ、キャベツ）サンプル提示しながら、商談。 

 

ASIAGAP認証農産物については魅力的であるが、消費者にどのように伝えるか、伝わるか、マ

ーケティング、コミュニケーション上の課題が大きいのではないかと指摘を受けた。 
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図表・ １５ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 RE&S Enterprises Pte Ltd. Vice President Procurement 

非公表 RE&S Enterprises Pte Ltd. Senior Manager, Special Projects 

非公表 RE&S Enterprises Pte Ltd. Personal Assistant to President 

 

２）NTUC Fairprice Co-operative Ltd. 

現地大手流通小売チェーン FairPrice を展開する NTUC 社青果物担当バイヤーとビデオ会議での

商談。当初は直接の面談を予定していたものの新コロナウイルスの影響により直接面談は不可とのこと

で急遽ビデオ会議となった。  

同社は国も出資するシンガポール最大の小売業であり、合計２００店舗を展開している。小売業のシ

ェアとしては５割程度といわれている。価格帯は中価格帯が中心であり、FairPrice Finest という高級店

や、倉庫型の店や、ハイパーマーケット型の大型店舗も有している。  

日本産の農産物には力を入れており、卸売会社に集約して荷物を集めている。また、日本産に限ら

ず、NTUC 社は青果物の調達基準として GAP 認証が必須である。これはシンガポールの国としての要

求ではなく、同社の要求として行っているとのことである。  

 

図表・ １６ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 NTUC Fairprice Co-operative Ltd. Group Category Manager,  

Fresh International Sourcing 
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３）Pasir Panjan Market 

シンガポール中央卸売市場の主要卸３社とＡＳＩＡＧＡＰを紹介する商談を行った。ASIAGAP 認証制

度について、特に食品安全に関しては関心が高いものの、青果物市場を通る伝統的流通では GAP 認

証品であることの以前に、どの国から輸入されてきたかの方が重要度は高い印象。日本産農産物につ

いては、品質はとてもよいが、概して流通コストが高く、価格が高い印象であり、コスト競争力があれば

取扱い意向は高い。 

ASIGAGAP 認証品を売場で展開するにあたり、プロモーション資材やマネキンの人件費など、補助

への要望も挙げられた。 

 

図表・ １７ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 Chop Nam Huat  

非公表 Ban Choon Marketing Pte Ltd. Managing Director 

非公表 Hu Lee Impext Pte Ltd Managing Director 

 

４）Pan Pcific Retail Management (Singapore) Pte. Ltd. 

2017 年に 1 号店を出店後、現在シンガポール国内で 7 店舗を展開し、アジア地域で店舗急拡大中

のドン・キホーテとのＡＳＩＡＧＡＰを紹介する商談。現在シンガポール他、香港 2 店舗（1 店舗開店準備

中）、タイ 1 店舗（1 店舗開店準備中）、マレーシアで開店準備中となっている。 

 

図表・ １８ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 
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非公表 Pan Pacific Retail Management (Singapore) Pte. Ltd. Senior Merchandise Manager 

 of Operation ASEAN 

 

５）ISETAN (SINGAPORE) LIMITED 

日本食材が豊富に揃う品揃えで、富裕層をターゲットとした ISETAN及び、売場を管理している Japan 

Produce とのＡＳＩＡＧＡＰを紹介する商談。 

 

図表・ １９ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 ISETAN (SINGAPORE) LIMITED Merchandising Manager 

非公表 Japan Produce PTE. LTD. Director 

 

③その他輸出支援団体との面談 

JETRO 及び J.CLAIR に対して、ASIAGAP についてプレゼンテーションを実施。またシンガポールに

おける食品流通の現地情報等についてブリーフィングを受けた。 

意見交換を通じて、ASIAGAP について理解を深めてもらうとともに、 ASEAN 地域のハブであり、ショ

ーケースでもあるシンガポールにおける ASIAGAP 認証品普及に際して、協力を要請し快諾。 

 

図表・ ２０ 面談者および商談風景 

面談者 所属 役職 

非公表 Japan External Trade Organization Director Business Development 

非公表 The Japan Council Local Authorities  

for International Relations, Singapore 

Senior Deputy director 

非公表 The Japan Council Local Authorities  

for International Relations, Singapore 

Deputy Director 



17 
 

 

④市場調査 

周辺諸国をはじめ、世界中から集められた青果物が価格帯別にコーナー展開されており、日本産品は

特に高価格帯で別コーナー展開されている。 

（@Fair Price finest） 

 

サラダやミールキットなどプレ調理品が数多く展開されている。 

（@Fair Price finest）                                      (Cold Storage) 

 

Dondondonki ではタイと同様に GAP 認証についての POP が設置。食べ方提案や機能性訴求などさま

ざまな価値提案が行われている。 

（@Dondondonki） 
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Fair Price の PB 売場でシンガポール地産地商を訴求する POP には、GAP 認証品であることが表現さ

れている。 

(@Fair Price) 

 

日本の特定保健用食品を参考に設計されたとされる健康食品制度「Healthier Choice」は青果物にも展

開されており、栄養成分表示も記載されている。 

(@Fair Price) 

 

中央市場には世界各国から様々な荷姿で商品が集められ、売買されている。 

(@Pasir Panjan Market) 
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（３）商談成果 

今回商談した相手に対して、ASIAGAP 認証農産物の魅力と今後の取り扱い意向を図るため、商談

終了後、アンケート調査を実施し、11 件の有効回答を得ることができた。 

アンケートの結果、ASIAGAP 認証農産物取扱い意向は、「是非取り扱いたい」「機会があれば取り扱

いたい」まで含めると全体の 8２%が取扱い意向を持っている結果となった。本事業の成果目標として掲

げている商談を行った全バイヤーに占める「今後の商取引において、ASIAGAP を活用したい」との意

向を示したバイヤーの割合 30%以上を達成した。 

今回、商談機会を有するまで ASIAGAP について名前程度の認識しかされていないことが多く、プレ

ゼンテーションを通じて、GFSI に承認された国際規格である点も含めて ASIAGAP の信頼性が評価さ

れて取扱い意向が高まったものと考えられる。ただし、ASIAGAP 認証品が消費者にどのように認知され、

価値が高まっていくかが最終的な取り扱いの決め手となるとの指摘もあった。 

 

図表・ ２１ アンケート集計結果 

 

 

 

9%

73%

0%

0%
18%

ASIAGAP認証農産物取り扱い意向 （N = 11）

是非取り扱いたい

機会があれば取り扱いたい

あまり取り扱いたくない

取り扱わない

その他

 アンケート対象企業 国名 主な業態 

1 Big C Super Center Thailand 小売 

2 CENTRAL FOOD RETAIL Thailand 小売 

3 OTENTO (THAILAMND) CO., LTD. Thailand 卸売 

4 RE&S Enterprises Pte Ltd. Singapore 外食・小売 

5 Chop Nam Huat Singapore 卸売 

6 Ban Choon Marketing Pte Ltd. Singapore 卸売 

7 Hu Lee Impext Pte Ltd Singapore 卸売 

8 Pan Pacific Retail Management (Singapore) Pte. Ltd. Singapore 小売 

9 ISETAN (SINGAPORE) LIMITED Singapore 小売 

10 Japan Produce PTE. LTD. Singapore 卸売 

11 Alchemist Pte. Ltd. Singapore 小売・イベント 
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図表・ ２２ アンケート票 
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３ 今後に向けた課題の整理 

本事業を通して、アジア初のGFSI承認となる国際規格ASIAGAPについて、流通からは一定程度理

解が得られ、取り扱いに対しても積極的な意向が示された。ただし、日本発の国際的に認められている

GAPのひとつであり、他GAP認証と比較してASIAGAPとしての差別性が理解されているわけではない

ものと思われる。また市場環境としてもGAP認証の種類以前に、現状ではGAP認証そのものへの要求

となっている。ただし、ASEAN 市場を牽引しているタイ、シンガポール両国ともに大手流通においては

取引基準として GAP 認証が使用される環境が整いつつあり、アジアにおけるデファクトスタンダードを

獲得する上では、急速な普及・浸透が求められる。 

 

３．１ 日本産農産物輸出上の課題 

ASIAGAP を ASEAN 地域において普及していくためには、ASIAGAP 自体の認知を高めていくことが

当然求められていくが、そのためには ASIAGAP 認証品自体の流通量を多くし、プレゼンスを高めてい

くことが重要であると考えられる。しかし、一方で ASIAGAP 認証品である以前に、日本産農産物輸出・

取扱い上の課題が多くみられた。日本産農産物の品質についてはかなりの期待価値を有していること

は理解されるが、他国品と比較して、概して価格が高い印象はぬぐえない。 

流通取引量を増やしていくためには、現状の高価格帯域の限られた富裕層マーケットだけではなく、

ある程度価格競争力を持ち、中間層もターゲットとしたボリュームゾーンにて販売していくことが必要で

ある。しかし、現在、多くの日本産農産物は取引量が少ないため、物流効率が悪く、結果的に高コスト

を売価に転嫁せざるを得ない状況となっている。物流効率の改善は最大の課題のひとつである。 

 

今回商談した品目のうち、ASIAGAP に基づく品質管理もあり、出荷から数週間の品質保持が可能な

品目では、ロットをまとめることができれば十分に価格競争力もあるとバイヤーからの評価も高かった。 

 

［輸出上の課題ポイント］ 

 物流ロットの最適化によるコスト低減 

 取引・商習慣の違いを理解 

 輸出対象国のニーズ把握と商品規格 

 輸出専用商品の開発 

 

３．２ ASIAGAP 普及に向けた課題 

ASIAGAP の認知を高めていくためには、ASIAGAP 認証品の流通取引量を増やしていくことが先決

である。そのためには、現地もしくは近隣輸出国の主要な生産者による認証取得を促進していく環境づ

くりも重要であると考えられる。GLOBALG.A.P.は現地語での指導体制が整っており、ローカルで運用

が完結できる仕組みを有していることが大きく普及に繋がっていると考えられ、ASIAGAP を普及する上

で、基準書の現地語翻訳は当然のことながら、その他、指導、審査など運用に関するローカルに対応

した体制づくりが急務である。現地において ASIAGAP 認証生産者が増え、流通取引量の増加すること

で、もともと品質、味への評価の高い日本産のうち ASIAGAP 認証農産物はプレゼンスが高まっていくも

のと考えられる。 

また ASIAGAP の認知を高め普及・浸透させていくためには、消費者に対してもコミュニケーションが

必要であり、売場で使用可能なマークや表現などコミュニケーションツールの整備も必要である。 
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［ASIAGAP 普及に向けた課題ポイント］ 

 対象国での体制づくり 

 対象国言語に対応したツール開発 

 消費者向けコミュニケーション 
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